
許認可事務の名称 根拠法令名 根拠条文 標準処理期間 担当課 審査基準・処分基準 参考条文１ 参考条文２ 参考条文３ 参考条文４

1
行政財産の使用許
可（財務課が所管
するもの）

地方自治法
第238条の4
第7項

申請のあった
日から7日間

財務課

行政財産の使用の
許可をする場合は、
三朝町公有財産事
務取扱規則第10条
各号に規定するもの
であることを基準とす
る。

(使用許可の範囲)
第10条　行政財産は、次の各
号に掲げる場合に限り使用させ
ることができる。
(1)　職員の厚生福利施設の用
に供するため使用させるとき。
(2)　公共目的のために行われ
る講演会、研究会等に使用させ
るとき。
(3)　災害その他緊急やむを得
ない事態の発生により応急施
設として使用させるとき。
(4)　国、他の地方公共団体そ
の他公共団体において公用又
は公共用に供するため特に必
要と認められるとき。
(5)　電気事業、電気通信事業、
水道事業その他の公益事業の
用に供するため使用させると
き。
(6)　前各号に掲げるもののほ
か、町の行政遂行のため町長
が必要と認めて使用させると
き。

2

三徳山ふるさと自
然のみちウォーキ
ングセンターの利用
の許可

三徳山ふるさと自然の
みちウォーキングセン
ターの設置及び管理に
関する条例

第4条
申請のあった
日から7日間

財務課

三徳山ふるさと自然
のみちウォーキング
センターの設置及び
管理に関する条例第
4条第３項各号に該
当しないことを基準と
する。

(利用の許可)
第4条　ウォーキングセンターを
利用しようとする者で、その使
用が次の各号のいずれかに該
当する場合は、あらかじめ町長
の許可を受けなければならな
い。許可に係る事項を変更しよ
うとするときも、同様とする。
(1)　ウォーキングセンター内の
展示室及びレクチャールームを
独占して使用する場合
(2)　設備を設ける場合
(3)　物品の販売その他営利を
目的とする場合
(4)　募金活動、署名運動その
他これらに類する行為をする場
合

2　町長は、前項の許可を
与える場合において、管理
上必要な条件を付すること
ができる。
3　町長は、第1項の許可に
係る行為が次の各号のい
ずれかに該当する場合
は、同項の許可をしないこ
とができる。
(1)　公の秩序を乱し、又は
善良の風俗を害するおそ
れがあると認められると
き。
(2)　ウォーキングセンター
の設備を損傷し、若しくは
汚損し、又はそのおそれが
あると認められるとき。
(3)　暴力団員による不当
な行為の防止等に関する
法律(平成3年法律第77号)
第2条第2号に規定する暴
力団の利益になると認めら
れるとき。

3

三徳山ふるさと自
然のみちウォーキ
ングセンターの使用
料の減免

三徳山ふるさと自然の
みちウォーキングセン
ターの設置及び管理に
関する条例

第８条
申請のあった
日から7日間

財務課

町長が公益上その他
特別の理由により必
要があると認めたと
きを基準とする。

(使用料の減免)
第8条　町長は、前条の規定に
かかわらず、公益上その他特
別の理由により必要があると認
めたときは、使用料を減免する
ことができる。



4
天神川桜づつみの
行為等の許可

三朝町天神川桜づつみ
の設置及び管理に関す
る条例

第3条
申請のあった
日から7日間

財務課

天神川桜づつみの行
為等の許可は、三朝
町天神川桜づつみの
設置及び管理に関す
る条例第3条第2項各
号に該当しないことを
基準とする。

(行為等の制限)
第3条　桜づつみにおいて、次
に掲げる行為等をしようとする
者は、町長の許可を受けなけ
ればならない。許可に係る事項
を変更しようとするときも同様と
する。
(1)　行商、募金その他これらに
類する行為をすること。
(2)　業として映画を撮影するこ
と。
(3)　興行を行うこと。
(4)　競技会、展示会、博覧会そ
の他これらに類する催しのため
に桜づつみの全部又は一部を
独占して利用すること。
(5)　町が設置した施設以外の
施設を設置すること。

2　町長は、前項の許可に
係る行為が次の各号のい
ずれかに該当する場合
は、同項の許可をしないこ
とができる。
(1)　公の秩序を乱し、又は
善良の風俗を害するおそ
れがあると認められると
き。
(2)　桜づつみを損傷し、若
しくは汚損し、又はそのお
それがあると認められると
き。
(3)　暴力団員による不当
な行為の防止等に関する
法律(平成3年法律第77号)
第2条第2号に規定する暴
力団の利益になると認めら
れるとき。

5
法定外公共物の占
用等の許可

三朝町法定外公共物管
理条例

第4条 7日間 財務課

三朝町法定外公共
物管理条例施行規
則第3条各号に規定
するものであることを
基準とする。

(占用等の許可)
第4条　法定外公共物において
次に掲げる行為(通常の維持管
理に係るものを除く。以下「占用
等」という。)をしようとする者は、
あらかじめ、町長の許可(以下
「占用許可」という。)を受けなけ
ればならない。占用許可を受け
た事項を変更しようとするとき
も、同様とする。
(1)　工作物、物件又は施設を設
け、変更し、除却し、又は撤去
すること。
(2)　生産物を採取すること。
(3)　土地の掘削、盛土、切土そ
の他土地の形状を変更する行
為(前2号に掲げる行為のため
必要なものを除く。)をすること。
(4)　竹木の伐採をすること。
(5)　前各号に掲げるもののほ
か、法定外公共物において工
事を行い、又は法定外公共物
を本来の目的以外に使用する
こと。

2　町長は、占用許可をす
る場合において、法定外公
共物の管理又は適正な利
用のため必要があると認
めたときは、当該占用許可
に必要な条件を付すことが
できる。
3　町長は、その占用が次
の各号のいずれかに該当
する場合は、占用許可をし
ないことができる。
(1)　公の秩序を乱し、又は
善良の風俗を害するおそ
れがあると認められると
き。
(2)　法定外公共物を損傷
し、若しくは汚損し、又はそ
のおそれがあると認められ
るとき。
(3)　暴力団員による不当
な行為の防止等に関する
法律(平成3年法律第77号)
第2条第2号に規定する暴
力団の利益になると認めら
れるとき。

(許可の基準)
第3条　前条の町長の
許可は、次の基準に基
づいて行われなければ
ならない。
(1)　法定外公共物の公
共性及び公益性が著し
く損なわれないもので
あること。
(2)　法定外公共物にお
ける災害の防止に十分
配慮されたものである
こと。
(3)　公共施設若しくは
公共的施設の利用又
は公共事業若しくは公
共的事業の遂行に支
障を与えないものであ
ること。
(4)　前3号に掲げるもの
のほか、公共の福祉を
確保するに支障のない
ものであること。


